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経済力、政治力、知
力、体力、こういった
言葉はよく耳にします。
また、軍事力とか、精
神力といった言葉もあ
ります。しかし、不思
議な気がしますが、社
会力とか徳力といった
言葉はほとんど聞いた
ことがありません。
翻って考えると、２０
世紀という世紀は科学技術が目覚ましく進歩し、
その成果が軍事や経済の中へ取り入れられたこ
とから、人類もその力を活用する方向に大きく
動いてしまい、ある意味で制御することができ
かねる状況にまでなってしまったように思われ
ます。
そして、その結果は二つの世界大戦、一つの
冷戦という大消耗戦が繰り広げられ、また資源
・エネルギーの浪費、地球環境への悪影響も招
いているのではないでしょうか。
正に、我々は今２０世紀から２１世紀への分岐点
にいますが、２１世紀は２０世紀の成果を継承しつ
つも、誤った部分については反省し、人が平和
の内に幸福追求ができる社会としたいものです。
このときに、社会力とか徳力という言葉や概

念が、大切になるので
はないでしょうか。
社会力とは、それぞ
れの国や地域において、
社会の個々人の協力関
係の上に、平穏で活力
のある社会が、社会構
成員の意識的な行動に
よって作り出される、
その総合的な力です。
徳力とは、教育でい

う知、徳、体といった場合の徳の力であって、
個人や社会の健全性を確保する力であり、そし
て、他人への思いやりや愛を素直に行動に移す
力です。
火災、風水害、地震等の災害への対応を考え
ると、こういった社会力、徳力というものが、
日頃から培われ、大きな力となっていることが
大切です。また、被害を少なくするという意味
でも、社会力、徳力こそは、防災にとって根元
的な力であるように思えます。
２１世紀が、災害にも強い、住み良い社会とな
るように、意識や行動のあり方を見直して、社
会力、徳力を大きくすることが重要と思うとこ
ろであります。
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平成１２年１０月６日、鳥取県西部を震源とする

地震が発生しました。この地震は、平成７年の

阪神・淡路大震災（兵庫県南部地震）以来の大

きな規模といわれています。この地震により、

同県境港市、日野町で震度６強、西伯町、溝口

町などで６弱、米子市、島根県安来市、岡山県

新見市、香川県土庄町などで５強を観測すると

ともに、九州から関東地方にかけた広い地域で、

震度５弱から１の揺れを感じました。

１．地震の概要

� 発生日時 平成１２年１０月６日１３時３０分頃

� 震央地名 鳥取県西部（北緯３５．３度、東

経１３３．４度）

� 震源の深さ 約１０�
� 規 模 マグニチュード７．３（暫定）

� 各地の震度 （震度５強以上）

震度６強 鳥取県 境港市東本町、

日野町根雨

震度６弱 鳥取県 西伯町法勝寺、溝口町

溝口、境港市上道町、

会見町天方

岸本町吉長、淀江町西

原、日吉津村日吉津

震度５強 鳥取県 米子市博労町

島根県 安来市安来町、仁多町

三成、宍道町昭和

岡山県 哲多町本郷、落合町西

河内、新見市新見、美

甘村美甘

大佐町小阪部

香川県 土庄町甲

� 津 波 この地震による津波はなし

２．被害の状況（平成１２年１０月２０日現在）

鳥取県西部地震に係る対応状況

震災対策指導室

人的被害

（負傷者）

物 的 被 害 （ 主 な も の ）

住 家 被 害
文教施設 道 路

全 壊 半 壊 一部破損

鳥 取 県 ９７ １４７ ４９８ ３，１１７ ２７２ ８６４

島 根 県 １０ １９ ４９９ ３，６５５ １５４ ５８

岡 山 県 １８ ７ ２６ ４５３ ２６ １０９

香 川 県 ２ １

兵 庫 県 １

広 島 県 ３ ４１ １５７ ９

大 阪 府 ４ １

和歌山県 １

山 口 県 １

合 計 １３７ １７３ １，０２３ ７，２６８ ６０９ １，０４０
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鳥 取 県�

岡 山 県�

広 島 県�

島 根 県 

震　央�

震　度�

震度６強�

震度６弱�

震度５強�

�

３．避難の状況（平成１２年１０月２０日現在）

鳥取県 避難勧告 ８世帯２６名

自主避難 ５１名

（避難者数 ピーク時２，６２６）

島根県 避難勧告 １世帯 ３名

自主避難 ２７名

（避難者数 ピーク時２２０名）

４．災害救助法の適用状況

１０月６日 鳥取県 米子市、境港市、西伯郡

西伯町、西伯郡会見町、

日野郡日野町、日野郡溝

口町

島根県 安来市、伯太町

５．関係県における災害対策本部等の設置状況
（震度５弱以上を観測した団体）

� 鳥取県 災害対策本部（６日１３：３０）

� 島根県 災害警戒本部（６日１４：１５）

� 岡山県 警戒体制（６日１３：３０）

災害対策本部（６日１４：５０）

警戒体制（１１日１１：００）

解除（１６日１０：００）

� 香川県 災害対策本部（６日１３：４０）

解除（６日２０：３０）

� 広島県 警戒体制（６日１３：２９）

注意体制（６日１９：３０）

解除（１０日１７：００）

� 徳島県 災害対策警戒本部設置（６日

１３：３３）

災害対策連絡本部（６日２０：３０）

解除（７日８：３０）

６．消防庁、消防機関等の対応

� 消防庁の対応

６日１３時４１分に消防庁長官を長とする災害

対策本部を設置し、関係地方公共団体及び消

防機関から被害状況等の収集、応急対策に関

する連絡調整を実施しました。

翌７日に政府調査団として防災課長ほか２

名を被災地に派遣しました。

また、１８日には消防庁長官が被災地を視察

しました。

� 消防機関等の活動

鳥取、広島の各県及び大阪市、神戸市及び

広島市各消防局の消防・防災ヘリコプターに

より被害情報収集等を実施するとともに、鳥

取県及び島根県から被災市町に職員が派遣さ

れ、災害応急復旧等の応援活動に従事してい

ます。

また、消防機関及び地元消防団も同様に、

巡回、二次災害の防止等に従事しています。

－３－



地震により倒壊した出雲大社・上道教会（境港市）

鳥取県西部広域行政管理組合消防局で職員を激励する鈴木正明消防庁長官

落石に見舞れた日野溝口線（溝口町）
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１．大雨の状況

９月８日から、日本列島に前線が停滞する

一方、日本の南海上で発生した台風第１４号が

ゆっくりと沖縄方面に向かっていため、南か

らの暖かく湿った空気が前線に向かって断続

的に供給され、前線を刺激し、四国から東海

地方にかけて大雨となりました。

９月８日～１２日にかけての総雨量は、三重

県の宮川村で７４５ミリが観測されました。ま

た、名古屋市では、９月１１日１９時までの１時

間に９３ミリの雨量が観測されました。

２．主な被害の状況（９月２０日現在）

※災害対策本部はピーク時の数

東海地方における豪雨災害に係る対応状況

防 災 課

人 的 被 害 住 家 被 害 非住家被害 災対本部

死者
行方

不明

負傷者
全壊 半壊

一部

損壊

床 上

浸 水

床 下

浸 水

公共

施設

その

他
都道

府県

市町

村
重傷 軽傷

人 人 人 人 棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟

茨 城 県 １ ２４ ３

栃 木 県 ４０

群 馬 県 ３ ３５

埼 玉 県 ３３ １０６

神奈川県 ８ ３９

福 井 県 １

山 梨 県 １ ４ ４ １０１ ５４９ ９ ６２ １

長 野 県 １ １ １ ５６ １４８ ３

岐 阜 県 １ １ １０ １３ ５ １０８ ３７５ １７ １ ２０

静 岡 県 １ １ ３３

愛 知 県 ７ ７ ８１ １６ ５６ １６７ ２６，５３１ ３８，８７９ ４５ ８１４ １ ８５

三 重 県 １ １ ２ ２８３ ２，８０６ １ １ ６２

和歌山県 ３ ３１ ４５ ９９２ １ １

大 阪 府 １２

兵 庫 県 １６

徳 島 県 １ ３ ２８ １

愛 媛 県 １

沖 縄 県 ３ １ ７ ２８ １

計 １０ ９ ８９ ２７ ７７ ２０８ ２７，１８０ ４４，１１１ ５５ ８９９ ４ １７２
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３．道路、河川の被害状況

愛知県内で道路冠水１，４５３ヶ所、河川破堤

４５ヶ所

４．避難の状況

同じ地域で大雨が降り続き、土砂災害の危

険性、河川氾濫の危険性が高まったため、東

海地方の市町村で住民に対し、避難勧告、避

難指示が出されました。

（避難勧告・指示の状況）

○ 愛知県 ２１４，５０７世帯 ５５５，６１９人

○ 長野県 ２６２世帯 ６７４人

○ 岐阜県 ４，１６４世帯 １３，２３７人

○ 三重県 ４，２３６世帯 １１，１３８人

合 計 ２２３，１６９世帯 ５８０，６６８人

５．消防庁の対応

９月１２日 ６時００分に災害対策室を設置

９月１４日 消防庁審議官が現地を視察

浸水した名古屋市天白区

新川が破堤し浸水した名古屋市西区

冠水した国道１５５号線（大府市）
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「火をつけた あなたの責任 最後まで」を
統一標語に掲げ、今年も１１月９日�から１１月１５
日�までの７日間にわたり、全国一斉に秋季全
国火災予防運動が実施されます。この運動は、
火災が発生しやすい季節を迎えるに当たり、火
災予防思想の一層の普及を図り、火災の発生を
防止し、死傷事故や財産の損失を防ぐことを目
的として毎年実施されるものです。
全国では、毎年６万件の火災が発生し、およ
そ２千人の方が亡くなっています。火災の原因
は大半が失火によるものであることから、火災
を未然に防止するためには、一人ひとりが防火
の重要性を自覚し、火災を起こさないよう日常
の生活において防火を実践していくことが大切
です。
今年は、住宅火災による高齢者等の死者を大
幅に減少させることを目指す「住宅防火対策」
や増加傾向にある放火火災を減少させるための
「放火火災予防対策」について積極的に取組む
とともに、次のとおり重点目標を掲げ火災予防
対策を推進します。

重点目標

１．住宅防火対策の推進

近年の建物火災による死者（放火自殺者等
を除く。）のうち、住宅火災による死者が８
割以上を占め、また、住宅火災における死者
のうち高齢者層（６５歳以上）が約半数を占め
ています。
このため、住宅火災による高齢者等の死者
の発生防止を図ることを最重点として、福祉
などの各関係機関、関係団体等と一体となり、
地域に密着した具体的な対策の実施、住宅火
災に対する予防意識の高揚、火災による死者
の発生防止に有効な住宅用防災機器等の普及
促進等、各種対策を強力に推進するものとし
ます。

２．放火火災予防対策の推進

近年、放火による火災が年々増加する傾向
にあり、平成９年以降連続して出火原因の第
１位となっていることから、放火火災による
被害の低減を図るため、地域住民の相互協力
及び関係行政機関との密接な連携等を行い、
放火火災予防対策のより一層の推進を図るも
のとします。

３．地域における防火安全体制の充実

大規模な地震が発生した場合、都市部等の
密集地においては、火災の同時多発や広範囲
の延焼拡大などの危険性があります。このた
め、自主防災組織の整備充実と事業所等を含
めた相互協力による地域ぐるみの防火安全体
制の充実を図るものとします。

４．特定防火対象物等における防火安全対策の

徹底

物品販売店舗、旅館・ホテル等不特定多数
の者が出入する特定防火対象物及び社会福祉
施設、病院等自力避難が困難な者が多数入所
している特定防火対象物においては、ひとた
び火災が発生した場合、多大の人命被害が生
じる可能性が高いことから、これらの防火対
象物における防火安全対策の徹底を図るもの
とします。
それぞれの重点目標に対する推進項目は、
次のとおりです。

【推進項目】

１．住宅防火対策の推進

� 高齢者等の災害弱者の把握とその安全対
策に重点を置いた死者発生防止対策の推進

� 地域の実情に即した広報の推進と、具体
的な対策事例等の情報提供

� 広範な機会を捉えた住宅防火診断、座談
会等の実施

平成１２年秋季全国火災予防運動の実施

予 防 課
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� 地域の実情を踏まえた住宅防火対策推進
組織の整備・充実とモデル事業等の推進

� 住宅用火災警報器などの住宅用防災機器
等の普及促進

２．放火火災予防対策の推進

� 放火されない環境づくりの推進
� 放火火災による被害の軽減対策の実施

３．地域における防火安全体制の充実

� 自主防災組織の整備充実
� 在日外国人に対する火災予防広報の実施

４．特定防火対象物等における防火安全対策の

徹底

� 防火管理体制の充実
� 防火基準適合表示制度（適マーク制度）
の適正な運用

� 避難施設等及び消防用設備等の維持管理
の徹底

� 実態に即した消防用設備等の設置の推進
� 防炎物品の使用の徹底及び防炎製品の使
用の推進

� 特定違反対象物に対する是正指導の推進
� 工場、倉庫等の防火安全対策の徹底
	 文化財建造物等の防火安全対策の徹底

また、火災予防運動の実施に当たっては、住
宅火災による死者の発生防止対策の要点をまと
めた、「住宅防火 いのちを守る ７つのポイ
ント」を重点に、一般的な出火防止のための「火
の用心 ７つのポイント」を使って、積極的に
広報を行っていきます。

～住宅火災 いのちを守る ７つのポイント～

―３つの習慣・４つの対策―

３つの習慣

○ 寝たばこは、絶対やめる。
○ ストーブは、燃えやすいものから離れた位
置で使用する。
○ ガスこんろなどのそばを離れるときは、必
ず火を消す。

４つの対策

○ 逃げ遅れを防ぐために、住宅用火災警報器
を設置する。
○ 寝具や衣類からの火災を防ぐために、防炎
製品を使用する。
○ 火災を小さいうちに消すために、住宅用消
火器を備える。
○ お年寄りや身体の不自由な人を守るために、
隣近所の協力体制をつくる。

～火の用心 ７つのポイント～

１ 家のまわりに燃えやすいものを置かない。
２ 寝たばこやたばこの投げ捨てをしない。
３ 天ぷらを揚げるときは、その場を離れない。
４ 風の強いときは、たき火をしない。
５ 子供には、マッチやライターで遊ばせない。
６ 電気器具は正しく使い、たこ足配線はしな
い。
７ ストーブには、燃えやすいものを近づけな
い。
火災予防運動期間中には、各地で住宅防火診
断、防火講習会、防火指導など様々な行事を予
定しておりますので、積極的に参加して防火知
識・技能の習得に努めましょう。
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１．概 要

� 総出火件数は１，８１２件の増加

平成１２年上半期における総出火件数は

３３，８６５件であり、前年同期と比べますと、

１，８１２件の増加となっています。

火災種別ごとにみますと、建物火災は３７５

件、車両火災は８４件、船舶火災は５件、航

空機火災は２件、その他火災は１，３８３件そ

れぞれ増加し、林野火災は３７件の減少とな

っています。

� 火災による死者は２９人、負傷者は２８９人

それぞれ増加

火災による死者は１，２３７人で、前年同期

と比べますと２９人の増加となっています。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

８８９人、林野火災では１１人、車両火災では

１４２人、その他火災では１９５人の死者が発生

しています。

火災による負傷者は４，３４２人で、前年同

期と比べますと２８９人の増加となっています。

火災種別ごとにみますと、建物火災では

３，６９６人、林野火災では１０２人、車両火災で

は１６６人、船舶火災では１２人、航空機火災

では２人、その他火災では３６４人の負傷者

が発生しています。

� 建物火災の死者（爆発を除く）のうち、

住宅での死者は８６．６％

爆発を除いた建物火災における死者８８３

人のうち、住宅（戸建住宅、共同住宅、併用

住宅）における死者は７６５人（８６．６％）とな

っています。

� 出火原因の第１位は「放火」、続いて「た

ばこ」、「放火の疑い」

全火災３３，８６５件を出火原因別にみますと、

「放火」３，９９５件（１１．８％）、「たばこ」３，９１３

件（１１．６％）、「放火の疑い」３，１３０件（９．２％）、

「こんろ」２，８３９件（８．４％）、「たき火」２，４８３

件（７．３％）、「火あそび」１，４４８件（４．３％）

の順となっています。

爆発を除いた火災について、火災種別ご

とにみますと、建物火災１７，９８３件にあって

は、「こ ん ろ」２，７８８件（１５．５％）、「た ば

こ」２，０２４件（１１．３％）、「放 火」１，９８１件

（１１．０％）、「放火の疑い」１，２３６件（６．９％）、

「ストーブ」１，１７４件（６．５％）の順となっ

ています。

林野火災２，０４１件では、「たき火」５６７件

（２７．８％）、「たばこ」２７１件（１３．３％）、「火

入れ」２２４件（１２．０％）、「放火の疑い」１８３

件（９．０％）、「火あそび」１１４件（５．６％）

の順となっています。

車両火災３，９８１件では、「放火」５１２件

（１２．７％）、「放火の疑い」４３６件（１１．０％）、

「排気管」３７０件（９．３％）、「内燃機関」１９３

件（４．８％）、「衝突の火花」１９６件（４．９％）

の順となっています。

その他火災９，７０６件では、「たき火」１，４５７

件（１５．０％）、「放火」１，４５２件（１５．０％）、

「たばこ」１，４３９件（１４．８％）、「放火の疑

い」１，２７０件（１３．１％）、「火あそび」７６２件

（７．９％）の順となっています。

平成１２年（１月～６月）における火災の概要（概数）

防災情報室
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住宅 7,218

共同住宅�
  2,651

工場 1,155

複合用途（特定）�
               1,152

併用住宅 873

倉庫 607

複合住宅（非特定）493
事務所 408
飲食店 373

物品販売店舗 277 その他 �
  2,838

放火�
 3,995

たばこ�
 3,913

放火の疑い�
     3,130

こんろ�
 2,839

たき火 2,483
火あそび 1,448

ストーブ 1,200
火入れ 872

電灯・電話等の配線 799
マッチ・ライター613

焼却炉 568
配線器具 537
電気機器 444
排気管 410

溶接機・切断機 348

その他�
 6,176

不明・調査中�
     4,090

� 火災による損害

火災による損害については、以下のとお

りです。

焼損棟数 ２４，４２７棟

（ １３４棟／１日 １．４棟／件）

り災世帯数 １６，９３７世帯

（ ９３世帯／１日 ０．９世帯／件）

建物焼損床面積 ８６０，８１７�

（ ４，７３０�／１日 ４７．７�／件）

建物焼損表面積 ９０，７１３�

（ ４９８�／１日 ５．０�／件）

林野焼損面積 １２１，９５１a

（ ６７０ａ／１日 ５９．７a／件）

損害額 ７，３２１，２０２万円

（４０，２２６万円／１日 ２１６万円／件）

これらを前年と比べますと、それぞれ以

下のとおりとなります。

焼損棟数 １３棟（ ０．１％）増加

り災世帯数 １７８世帯（ １．１％）増加

建物焼損床面積 ７，８５２�（－０．９％）減少

建物焼損表面積 ６，６７２�（－６．９％）減少

林野焼損面積 ３０，２８４ａ（３３．０％）増加

損害額 ７０１，０５４万円（－８．７％）減少

２．建物用途別にみた火災発生状況

建物火災１８，０４５件を建物用途別にみますと、

次図のとおりです。

３．出火原因別にみた火災発生状況

全火災３３，８６５件を出火原因別にみますと、

次図のとおりです。

４．死傷者の発生状況

� 火災種別ごとの死者発生状況

全死者１，２３７人について火災種別ごとに

みますと、以下のとおりです。

建物火災 ８８９人（７１．９％）

林野火災 １１人（０．９％）

車両火災 １４２人（１１．５％）

船舶火災 ０人（ ― ）

航空機火災 ０人（ ― ）

その他火災 １９５人（１５．８％）

建物用途別火災件数
（計 １８，０４５件）

出火原因別火災件数
（計 ３３，８６５件）

（単位；件）

（単位；件）
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住宅 584
共同住宅�
      126

併用住宅 55

複合用途（特定） 29
複合用途（非特定） 23

工場 11
神社・寺院 6

その他 55

住宅 1,753

共同住宅 734

工場 225

併用住宅 209

複合用途（特定）�
                   208

その他 567

� 建物用途ごとの死者発生状況

建物火災における死者８８９人を建物用途

別にみますと、次図のとおりです。

� 火災種別ごとの負傷者発生状況

全負傷者４，３４２人について火災種別ごと

にみますと、以下のとおりです。

建物火災 ３，６９６人（８５．１％）

林野火災 １０２人（２．３％）

車両火災 １６６人（３．８％）

船舶火災 １２人（０．３％）

航空機火災 ２人（０．０％）

その他火災 ３６４人（８．４％）

� 建物用途ごとの負傷者発生状況

建物火災における負傷者３，６９６人を建物

用途別にみますと、次図のとおりです。

� 死者の発生した経過ごとの死者発生状況

全死者１，２３７人について、死者の発生し

た経過別にみますと、以下のとおりです。

逃げおくれ ５６８人（４５．９％）

放火自殺 ３８７人（３１．３％）

着衣着火 ７４人（６．０％）

出火後再進入 ２２人（１．８％）

その他 １８６人（１５．０％）

建物用途別死者数
（計 ８８９人）

建物用途別負傷者数
（計 ３，６９６人）

（単位；人）
（単位；人）
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